
業務管理体制の整備（１）

○ 法令遵守の義務の履行を確保するため、業務管理体制の整備を義務付けることにより、指定取消事案などの不
正行為を未然に防止するとともに、利用者の保護と介護事業運営の適正化を図る。

（業務管理体制整備の内容）

法令遵守責任者の選任 法令遵守責任者の選任

法令遵守
マニュアルの整備

法令遵守責任者の選任

法令遵守
マニュアルの整備

法令遵守
に係る監査

20未満 ２０以上１００未満 100以上

区 分 届 出 先

① 指定事業所又は施設が二以上の都道府県に所在する事業者 厚生労働大臣(一部、地方厚生局長に委任)

② 地域密着型サービス(予防含む)のみを行う事業者で、指定

事業所が同一市町村内に所在する事業者

市町村長

③ ①及び②以外の事業者 都道府県知事

届出先

指定又は許可を受けている事業所数
（みなし事業所を除く）

注)みなし事業所は、病院等が行う居宅サービス(居宅療養管理指導、訪問看護、訪問リハ及び通所リハ)であって、健康保険法の指定があったとき、介護保険法の指定があった
ものとみなされている事業所のこと。

※業務管理体制の最初の届出は、平成２１年１０月３１日までに行うこととする。

注)事業所の数には、介護予防及び介護予防支援事業所を含む。



業務管理体制の整備（２）

【法令等遵守※１態勢※２の概念図】
【事業所数１００以上の事業者】

○法令遵守責任者の選任

○法令遵守規程の整備

○法令遵守に係る監査の実施

業務管理体制は、事業者自ら組織形態に見合った合理的な体制を整備するものであり、事
業者の規模や法人種別等により異なるものであること。また、省令で定める整備の基準は、事
業者が整備する業務管理体制の一部であることに留意する。

方針の策定

規程・体制
の整備

評価・改善

【事業所数２０以上１００未満の事業者】

○法令遵守責任者の選任

○法令遵守規程の整備

【事業所数２０未満の事業者】

○法令遵守責任者の選任

〈事業者自らの取り組み〉 〈法令による義務付け〉

※１ 法令等遵守とは、単に法令や通達のみを遵守するのではなく、事業を実施する上で必要な法令の目的（社会的要請）や社会通念に沿った適応を考慮したもの。

※ ２ 「態勢」とは、組織の様式（体制）だけでなく、法令等遵守に対する姿勢や体制づくりへの取組みを指している。



業務管理体制を構築するプロセスと監督のイメージ

（会社法により求められる内部統制システム）

株主総会

取締役会

代表取締役等

（監督）

（A）基本方針の決議

（監督）

（Ｂ）内部統制システム体制
（業務管理体制）の整備

（報告）

監査役

（Ｄ）（Aにつき）
事業報告

(E）監査報告

会
計
監
査
人

（連絡）

（Ｃ）（A Ｂにつ

【法令等遵守態勢の確認の視点】

１ 方針の策定

①法令等遵守の状況を的確に認識し、法令等遵守態勢の整備・
確立に向けた方針及び具体的な方針を検討しているか。

②法令等遵守に係る基本方針を定め組織全体に周知させてい
るか。

③方針策定のプロセスの有効性を検証し、適時に見直している
か。

国
・
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府
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・
市
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へ
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各事業部門・
事業所等

（業務管理体制）の整備

・リスク管理体制

・情報の保存、管理体制

・監査の実効性確保体制

等

（指示）（報告）

（Ｃ）（A、Ｂにつ
き）監査

取締役 A 内部統制システムの基本方針の決議

代表取締役 Ｂ （Aを受け）内部統制システムの体制の整備

Ｄ Aの概要を事業報告に記載し、取締役会を経て株主総会に報告

監査役 Ｃ （A、Ｂにつき）監査

E （Ｃにつき）株主総会に監査報告

２ 内部規程・組織体制の整備

①法令等遵守方針に則り、内部規程等を策定させ組織内に周
知させているか。

②法令等遵守に関する事項を一元的に管理する態勢（体制）を
整備しているか。

③各事業部門等に対し、遵守すべき法令等、内部規程等を周知
させ、遵守させる態勢を整備しているか。

３ 評価・改善活動

①法令等遵守の状況を的確に分析し、法令等遵守態勢の実効
性の評価を行った上で、問題点等について検証しているか。

②検証の結果に基づき、改善する態勢を整備しているか。
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・法令等遵守体制

（注） システムの図は、監査役設置会社をベースとし一例示したものであり、事業者の規模
や法人種別等により異なることに留意すること。



業務管理体制の整備に関する届出

【届出先】

指定事業所又は施設が二以上
の都道府県に所在する事業者

【届出先区分】

対象の事業者 届出する事項

全ての事業者
事業者の名称又は氏名及び主たる事務所
の所在地並びにその代表者の氏名、生年
月日、住所及び職名

① 三以上の地方厚生局
管轄区域に所在する事業
者

② 二の厚生局管轄区域（こ
の場合 所在する事業者の

厚生労働省
老健局

届

出

市町村
地域密着型サービス（予防含
む）のみを行う事業者で、指
定事業所が同一市町村内に
所在する事業者

都道府県
上記以外の事業者

全ての事業者 法令遵守責任者の氏名及び生年月日

指定・許可の事業所・
施設数が２０以上の事
業者

業務が法令に適合することを確保するため
の規程の概要

指定・許可の事業所・
施設数が１００以上の
事業者

業務が法令に適合することを確保するため
の業務執行の状況の監査の方法の概要

地方厚生局

の場合、所在する事業者の
主たる事業展開地域を管轄
する厚生局）及び当該厚生
局管轄区域に所在する事
業者


